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Ⅰ．法制度再検討の目的 
 
1. ラムサール条約締約国会議は賢明な利用に関する適切な法的、制度的枠組みに

関する手引き［注 ］1 を採択してきており、またラムサール戦略計画 1997－2002［注
］2 にもこの問題が組み込まれた。これらの条約文書は各締約国会議に対して、

賢明な利用を支援し、 各国の湿地に関連したすべての問題と活動に対処するた
めに国家湿地政策を制定することを促す。この湿地政策は、独立したものであ

                                                 
1 「湿地の賢明な利用についてのガイドライン」（勧告３.３）；「賢明な利用の概念実施のためのガ
イドライン」（勧告４.10）；「賢明な利用の概念実施のための追加手引き」（勧告５.６）。 

2 1996年、於ブリスベン。第６回締約国会議で採択。 
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っても他の計画過程（たとえば国家環境行動計画や国家多様性戦略および行動

計画）の中に明確に特定できる構成要素となったものであっても構わない［注 ］3 。 
 
2. この長期にわたる政策策定過程の一部として、締約国会議は特に各締約国に対

して、その法的・制度的枠組みを再検討し、それらが賢明な利用という義務に

全体として矛盾しないようにすることを求めている。再検討は、国家レベルの

みならず、国家の下部機関や、超国家レベル（たとえば地域経済統合機構）［注

］4 の法律および制度に対しても行わなければならない。本付属書は、そのよう

な再検討に際し実践的支援となるような技術的指針の提示を意図する。 
 
3. この再検討過程は、各締約国の行う現行の法律および制度が湿地の保全と賢明

な利用にいかに貢献し、またいかに阻害しているかについての検討に役立つで

あろう。これによって目的の達成に向けての取り組みがより合理的になるはず

である。再検討の主な目的は、次の２つである。 
 

• 湿地の保全と賢明な利用を制約する法的・制度的措置を確定すること、 
• 湿地の保全と賢明な利用のための積極的な法的・制度的措置の作成を支

援すること。 
  

4. 再検討のために集めた情報は、締約国会議にむけた各締約国の国別報告書作成

の有効なデータとなるはずである［注 ］5 。再検討は可能な限り定期的に行って、

法律および制度と条約第３.１条に基づく賢明な利用に関する義務との矛盾を確
実に解消するようにしなければならない。 

 
5. 再検討は、２つの基本的な段階に分け、当該締約国の状況に合わせて実施する

とよいだろう。すなわち、⑴準備段階（２.０節参照）と、⑵実施段階（３.０
節参照）である。 

 
 

Ⅱ．法制度再検討の準備 
 
２ .１ ．再検討に関する政治的、制度的な責任を確立する 
 
6. 締約国会議は、法的・制度的再検討が湿地の賢明な利用計画にとって重要な部

分であることを正式に認めた。したがって締約国は再検討の準備、実施、なら

びに再検討に基づく活動に対して高度の政治的支援を与えねばならない。 
 
7. 湿地関連事項を目的として設置された国内湿地委員会、省庁間委員会その他の

調整機関［注 ］6 が、再検討の責任主体となって監督するだけでなく、再検討チー

ムによる勧告を考慮するその後の働きにとっても最適である（２.２節参照）。

                                                 
3 「国家湿地政策の作成と実施のためのガイドライン」（決議Ⅶ.６）を参照。 
4 戦略計画、活動目的２.１。 
5 「ラムサール戦略計画」の行動２.１.１は、国別報告書で「賢明な利用についてのガイドライン」
がどう適用されるのかを示すように締約国に求めている。 

6 「賢明な利用についての追加手引き」第Ⅰ.１.２節でそのような機関の設立を勧告している。 
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このような機関の存在しないところでは、省庁間の運営委員会を作り、関係の

政府部署すべての意見が再検討の全期間を通して確実に代表されるようにする

とよい。 
 
8. 連邦制または地方分権組織をもつ締約国においては、再検討の政治的責任は、

湿地と（渡り鳥を含む）湿地資源の管轄が政府のどの層にあるかによる。いく

つかの国においては、管轄権が中央政府と準中央政府の間に分割されている。

また別の国では、それがほとんど全て準中央政府に委譲され、また他の国では、

地方政府が広く湿地管理と決定過程に力を持つ。 
 
9. 湿地に対する管轄権が準中央政府に帰属する締約国の場合、このレベルの監督

官庁が独自の再検討を行うことが適切であろう。しかしながら、国家の政策や

法律の中で湿地に適用できるものとの整合性を確保するため、国家のレベルで

再検討過程の調和をとることは有効であろう。 
 

２ .２ ．再検討チームを設置する 
 

10. 再検討チームには第２.１節で定められた機関に対して、再検討と報告をする任
務上の責任がある。このチームは、意欲、客観性、広範な代表、そして専門性

という特徴をすべて兼ね備えたとき効果をあげるようである。 
 
11. 再検討チームのメンバーは、各締約国の個別の状況や許容限度によって異なる

であろう。国によっては、国家湿地政策を作成する目的ですでに再検討にふさ

わしいチームが作られていたり、すでにある横断的なラムサール委員会／湿地

委員会からチームを作ることができたりするかもしれない。再検討チームは法

律の専門知識を持った人を一人含む必要があるが、一方で、他の分野について

も考慮しなければならない。すなわち： 
 

• 政策立案専門家と経済学者、 
• 水文学者、生物学者、生態学者その他科学技術の分野からの代表、 
• 民間部門と一般の人びとからの代表、特に先住民と地域社会から選ばれ

た人々を含むこと［注 ］7 。 
 
 再検討チームのメンバーは、慣習法などを含むその国の法と制度が理論と実践

の両面でどのように機能しているのかについて詳細な知識をもっていなければ

ならない。 
 
２ .３ ．再検討の方法論を決定する 
 
12. 再検討チームは再検討の方法論を決定する責任がある。すなわち、再検討の各

段階をどのように、どれだけの時間をかけて行うか、また各メンバーの具体的

な責任の分担、再検討の範囲の特定について決定しなければならない。 
 

                                                 
7 湿地の管理への地域社会および先住民の参加を確立し強化するためのガイドライン（決議Ⅶ.８）第

12項参照。 
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13. この準備段階の間に、その国の「湿地」の定義にあてはまるもの［注 ］8 の再検討

をする目的について再検討チームのメンバーの共通理解を得ておくことが重要

である。 
 
14. 図１に、再検討を実行するにあたって考えられる方法論の一つの実例を示す。

これは再検討を、「⑴関係の法律と制度についての知識データベースを確立す

る；⑵確立した知識データベースを評価する；⑶湿地の保全と賢明な利用を推

進するために必要な法的、制度的な変更を勧告する」という基本的３段階の進

行的 ongoing（循環的）過程とする。 
 
15. 締約国は、各国の事情に応じてこの循環的段階のどこから再検討を始めても良

い。たとえば、ある国では、「国家湿地政策」を作成したり、生物多様性条約

（1992）や、砂漠化防止条約（1994）に基づく横断的計画義務を実施したとき
に、既に科学的、法律的、制度的知識データベースが確立されている。他の国

では、近代的な環境法規の案文作成や、法律の成文化のためにすでに再検討が

行われたかもしれない。 
 
Ⅲ．法制度再検討の実施 
 
16. 一旦準備段階が完了すれば、再検討チームは、選択した方法論を使って法的、

制度的な再検討の実行に入ることができる。以下、再検討の３つの段階につい

てより詳細に説明する。 
 
３ .１ ．法的・制度的措置の知識データベースを確立する 
 
17. 再検討チームの主要責務は、湿地に適用される法律と制度についての総括的集

積、すなわち知識データベースを作ることである。知識データベースの内容は

各国の状況によって異なる。したがって、知識データベースはその国に固有の

ものである。 
  
18. 知識データベースは多くの多様な法律資料をもとにして構築される。一般的に

言って、これらの資料源の法律が役所の手続き、決定や行動、また私企業部門

や地域社会、個人の権利と義務を決定付ける（可能な資料源についての暫定的

なリストについては図２を参照のこと）。形式的な面では、法令ならびに施行

規則が、湿地に対してプラスまたはマイナスの影響を与える計画や活動に対す

る規制力、政策立案規則、公費支出、課税および経済的措置の法的根拠である。

これと反対の面では、慣習法が湿地資源に関する先住民と地域共同体の権利と

義務について定めた法の主要な資料源となるだろう。 
 
19. 知識データベースを確立するための情報は、再検討チームがそのまま利用でき

                                                 
8 いくつかの国には、湿地法的な定義についての合意がない。条約は、「天然のものであるか、人工
のものであるか、永続的なものであるか一時的なものであるかを問わず、さらには水が滞っている

か、流れているか、淡水であるか、汽水であるか、塩水であるかを問わず、沼沢地、湿原、泥炭地

または水域」で、「低潮時での水深が６ｍを超えない海域」の内陸および沿岸湿地を含む広い定義

（２.１条）を採用している。 
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るものもあるだろうが、また新たな委託が必要なものもあるだろう。国内湿地

や、より広範な環境政策立案過程の一部として作られた報告書、研究、政策文

書や目録なども有益な資料源となるだろう。これとは別に地域レベルで湿地管

理計画のために作られた情報も有益だろう。 
 
図１ ．法的・制度的再検討の実施 
 
 
 
 

再検討を準備する 

♦ 政治的・制度的な責任を確
立する（２.１節） 

♦ 再検討担当チームを設置す
る（２.２節） 
− 作業計画についての合意
を得る 

− 責務を割り当てる 
♦ 再検討の方法論を定義する
（２.３節） 
− 再検討の範囲を定める 
− 湿地の定義と再検討の目
的についての合意を得る

湿地に関連する法的・制度的

措置の知識データベースを作

る 

♦ 湿地関連の法的・制度
的措置を確認する

（３.１.１節） 
♦ 湿地に直接・間接に影
響を与える部門別法

的・制度的措置を確認

する（３.１.２節） 

知識データベースを評価する 

♦ 湿地の保全と賢明な利用に
あたり、既存の湿地関連の

法的・制度的措置の有効性

を評価する（３.２.１節） 
♦ 部門別法的・制度的措置が
直接、間接にどのように湿

地に影響するか分析する

（３.２.２節） 

湿地の保全と 賢明な利用のた

めに必要な変更を勧告する 

♦ 湿地の喪失をもたらして
いる法的・制度的措置を

廃棄する（３.３節） 
♦ 既存の措置をより効果的
に実施する（３.３節） 

♦ 法と制度の改訂すべき分
野を優先づける（３.３
節） 

広義の政策要因 

- 生物多様性 
- 環境 
- 開発 
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20. 知識データベースを確立するにあたって、関連の法律資料を概念上、⑴「湿地
関連」の法的・制度的措置（３.１.１節参照）と、⑵湿地に直接、間接的に影
響する部門に関する法的・制度的措置（３.１.２節参照）という２つのカテゴ
リに分類することは助けになるだろう。 

 
３ .１ .１ ．湿地関連の法的・制度的措置を確認する 
 
21. 湿地関連の法的・制度的措置とは、ラムサール条約の実施を直接に支援するな

どして、湿地の保全と賢明な利用を直接に推進する措置である。すべての締約

国は湿地の保全と賢明な利用を支援したり、そのために利用できる何らかの形

の環境法と環境行政を持っている。もちろん特別な湿地法が制定されているの

は比較的わずかであるが。国によって異なるが、保全と賢明な利用のための措

置は環境保護あるいは自然の保全、保護区、環境影響評価ならびに監査、土地

利用計画、沿岸管理、水資源管理、公害防止に関する国家または準国家レベル

の法律および規則の中に含まれるだろう。地域レベルでは、慣習法や地域共同

体をベースとした制度があてはまることもあるだろう。 
 
22. これに続く分析にあたって、この知識データベースの要素を「賢明な利用のた

めの追加手引き」に定められた４つのカテゴリに従って組み立てることは助け

となるであろう。すなわち、⑴個々の湿地によらない措置；⑵個々の湿地に関

わる措置；⑶管轄権上ならびに制度上の調整；そして、⑷国境をまたぐ協力お

よび国際的な協力のためのメカニズムである（図２を参照）。以下に法的・制

度的措置に含まれる可能性のある事項を暫定的にリストにあげてみる。 
 

a)  国内法にラムサールを組み入れるために採択された法律文書； 
b)  湿地の保全と賢明な利用を（規制的・非規制的な措置により）推進した

り、湿地に保護上特別な地位を付与するような、個々の湿地によらない、

すなわち一般的に適用可能な法的・制度的措置；; 
c)  湿地の保全と賢明な利用を推進するような個々の湿地の慣習法と、それ

を支援する慣習的な制度を含む法的・制度的措置； 
d)  流域、集水域、分水界または沿岸地域の統合管理のための法的・制度的

措置；２カ国以上の共有する湿地、水流、または湿地の動植物に関する

国際的な協定；そして 
e)  他の条約または超国家的な機関に基づいて採られる法的・制度的措置。 

 
23. 再検討チームは、国境をまたぐ湿地関連の問題を含め、どの制度と機関が湿地

保全と賢明な利用に機能上の責任を持つのかを確認しなければならない。連邦

制または地方分権制を持つ締約国において、再検討チームは、湿地と湿地の産

物に対する管轄権が国家および準国家政府の間でどのように分割され、またこ

の二つのレベルの間の調整を行う何らかの機構が存在するかどうかを明確にし

なければならない。 
 
３ .１ .２ ．湿地に直接・間接に影響を与える部門別法的・制度的措置を確認する 
 
24. 湿地に直接、間接的に影響する部門に関する法的・制度的措置を確認するにあ
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たって再検討チームが活動過程と活動分野［注 ］9 のどれが国内の湿地の機能なら

びに価値と利益の損失をもたらしているかを特定することが重要なステップで

ある。このために、再検討チームは既存の科学的、政策上の報告書や研究、目

録を利用してその国の湿地への主な脅威を割り出すことができる。これらが得

られないところでは、情報について新たな委託が必要なこともあるだろう。 
  
 
 
 
図２ ．湿地に関連し た法的・制度的措置の知識データベースを作る 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                 
9 生物多様性条約が、締約国に生物学的多様性に悪い影響を与える活動の過程とカテゴリを確認して、
規制、または管理するよう要請していることに注目（第７条）。 

可能性のある法資料源（３ .１ 節） 

♦ 国際法に基づく義務 ♦ 関連の憲法条項 
♦ 一次的法規（法令） ♦ 二次的法規（施行規則） 
♦ 一般法（事例法を含む） ♦ 正式な政府の政策 
♦ 市町村条例 ♦ 省庁の技術的／企画立案ガイドライン 
♦ 土地保有と資源利用の規則 ♦ 契約および免許 
♦ 慣習法と慣行 ♦ 関連した宗教上の規範 

 

湿地に関連し た法的・制度的措置

を確認する（３ .１ .１ 節） 

♦ 個々の湿地によらないまたは一
般的に適用可能な措置（例．統

合的計画、環境許可制度、環境

影響監視許可手続き、生息地お

よび種の保全、諸誘引） 
♦ 個々の湿地に関わる措置（例．
保護区、湿地計画、参加原則に

よる管理） 
♦ 異なる政府レベル間、セクター
間の制度上の調整 

♦ 国境をまたぐ協力および国際的
な協力のためのメカニズム 

湿地に直接・間接に影響を及ぼす部

門別法的・制度的措置を確認する

（３ .１ .２ 節） 

♦ 天然資源管理 
♦ 水質と水量の管理 
♦ 公衆衛生 
♦ エネルギーの作成 
♦ 産業と鉱業 
♦ 領土の開発 
♦ 観光 
♦ 湿地の産物に対する通商規制 
♦ 通信と運輸、沿岸、内陸航行を含
む 

♦ 海外および国内の投資 
♦ 外交と防衛 
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25. 湿地の自然的特性を改変する過程は広く４つのカテゴリに分類されるだろ 
う： 

 
a)  湿地の面積ならびに風景の喪失または劣化； 
b)  流況の変化（例えば、速度、体積、季節ごとの流量、地下水）； 
c)  水質の変化（例えば、汚染、富栄養化、堆積）； 
d)  湿地および湿地からの産物の乱開発または撹乱。 

 
この種の過程は湿地の中と外における人間活動によって発生する。あるタイプ

の人間活動（例えば、下水、汚染や都市の拡大）は、個々の活動や、その累積

的な働きを通して、ほとんど常に湿地を傷つける過程を生み出す。他のタイプ

の活動（例えば、釣りや、農業、エコツーリズムなど）はある限界の中では賢

明な利用と矛盾しないが、活動の行われる水系、沿岸域または湿地の許容限度

を超えるならば、損傷を与える過程が生じることもある。 
 
26. 知識データベースのこの要素をさらに分析するために、国の領土内または国境

にある公有地もしくは私有地にある湿地の喪失と劣化につながる主な過程のリ

ストを作るのもよいだろう。そして、各見出しの下に、活動そのものとともに

個別の過程をもたらす活動に責任を持つ部門を記載するのもよいだろう。関連

する部門には農業、林業、漁業、公共衛生、国土の開発、エネルギー、産業、

投資、鉱業、通航、観光、貿易および輸送などがあるだろう（図２参照）。集

められた情報は、引き続いて個別の活動の法的・制度的な基盤を確認し、関連

づけ、それに基づいて評価するための技術的な基礎となる。 
 
３ .２ ．知識データベースを評価する 
 
27. 再検討チームは、知識データベースが確立されてしまえば（３.１節参照）、法

的・制度的措置をその２つの要素に従って評価することができる。評価段階の

主なステップは次のとおりである： 
 

a)  湿地の保全と賢明な利用を推進するにあたって、既存の湿地関連の法

的・制度的措置の有効性を評価する；そして 
b)  部門ごとの法的・制度的措置が湿地に直接、間接的にどう影響するのか

を分析する。 
 

この評価は、国内における湿地の保全と賢明な利用についての法的・制度的な

制約をチームが判断する助けとなるはずである。この判断はチームが法的・制

度的な変更に必要な勧告を作成する際に必要である（下記３.３節参照）。 
 
28. 再検討分担チームにとって、特定された法的・制度的措置を客観的に分析する

ための枠組みを設計することは役に立つだろう。これは３.１.１節と３.１.２節
に示された知識データベースの２つの要素の組織的な枠組みに対応し、その上

に組み立てるとよい。 
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29. 再検討チームの評価に際しては、伝統的に法と制度というものが、ほとんど部
門を超えた調整なしに、湿地をあまり考慮することもなく、個別に発展してき

たものであることを心に留めておく必要がある。したがって、湿地に関連した

部門ごとの法的・制度的措置同士の競合に対する監視を怠ってはならない。こ

れがあると、費用対効果に優れた湿地政策を実施したり、または国内全体で賢

明な利用を達成したり、湿地を損なう可能性のある活動を規制または管理した

り、湿地の所有者、利用者、地域共同体および私企業部門との長期的なパート

ナーシップを作る妨げとなるだろう。 
 
30. また、この評価の一環として、再検討チームは湿地の保全と賢明な利用を達成

する努力を妨げることになる別の法的・制度的措置を監視することを怠っては

ならない。これには次のようなものがある： 
 

a)  部門間の政策、法律、税制ならびに制度上の優先事項の対立； 
b)  湿地に適用される法律の脆弱さや不完全さ（例えば、沿岸湿地の除外、

質、量において適切な給水のための法的な安全弁の欠如）； 
c)  賢明な利用を損なう土地保有と資源利用の制度； 
d)  湿地管理当局の計画や運用の貧弱さ； 
e)  河川流域と沿岸域の生態系管理に対する管轄権上の制約； 
f)  有効なモニタリングの手順と実施、救済手当ての欠如；そして 
g) 失われた湿地生息地または湿地機能の補償に関する条項の欠如。 

 
ギャップや、重なり、矛盾はすべて評価に関連するので、再検討に記載しなけ

ればならない。 
 
３ .２ .１ ．湿地の保全と 賢明な利用を推進するにあたり 既存の湿地関連の法的・制度

的措置の有効性を評価する 
 
31. 再検討チームは、湿地保全と賢明な利用を推進するために既存の湿地関連の法

的・制度的措置の有効性を評価しなければならない。さまざまなやり方で保全

と賢明な利用を推進することができるが、締約国会議は、この目的のために適

切な法的、政策的、制度的、組織的措置が基本的に重要であることを強調した。

再検討チームが国家の既存の法的・制度的措置を評価するにあたって、「賢明

な利用についてのガイドライン」を出発点とするとよい。また、国の情況に合

わせて有効性の指標を作ることもできるだろう。以下 32－35項は考慮すべき問
題点の暫定的なリストである。 

 
32. 個別湿地によらない措置について考慮する項目は次のようなものが考えられ 

る。 
 

a)  湿地の法的定義や、湿地関連の法的・制度的措置の範囲がラムサール条

約のカバーする湿地のすべてのカテゴリに適用できるよう十分に広げら

れているか？ 
b)  （国家、地方または地域における）土地利用計画法の下で、国境をまた

ぐものを包めた湿地に、保護の網をかぶせ、あるいは湿地の機能や価値、
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利益に悪影響をおよぼす可能性のある都市開発、産業やレクリエーショ

ンのための開発を制限することができるか？ 
c)  原理、基準および技術は、環境影響評価規則を含む社会経済活動に適用

できるか？ 湿地の機能、価値および利益の維持を助けることができる

か？ またそこに予防原則によるアプローチが盛込まれているか？ 
d)  湿地の所有者、利用者および非政府組織による積極的な保全の措置や、

保全を支援する活動を奨励する法的基盤（例えば、契約、保全軽減また

は税条項）があるか？ 
e)  開発によって湿地の喪失や劣化がもたらされた場合、汚染者負担の原則

と矛盾なく金銭的その他の補償を行わせるような法的要件があるか？ 
f)  湿地が不法に破壊されたり、傷つけられた場合、この湿地に関心をもつ

当事者が利用できる民法または行政法上の救済措置があるか？ 
g)  湿地の喪失や劣化が刑法違反を構成する場合、強制執行手順が適切であ

り、意味のあるレベルの刑罰を定められるか？ 
 

33. 個々の湿地については以下の項目を考慮するとよいだろう： 
 

a)  ラムサール登録地および湿地自然保護区には、その保全と賢明な利用を

確実に行うに充分な法的地位が付与されるか？ 
b)  沿岸湿地が陸域と海域を含む場合にも、その湿地を保護区に指定し、管

理することが法的・制度的に可能であるか？ 
c)  湿地が保護区に指定された場合、先住民と地域共同体によるアクセスと

利用がその湿地の保全と賢明な利用に合致しているとき、このアクセス

と利用が法律によって引き続き認められるか？ 
d)  先住民と地域共同体の慣習法、慣行、土地所有制度ならびに諸制度が湿

地資源の持続可能な利用を推進するものであるとき、法律はそれらに対

して協力的であるか？ 
e)  先住民の地域共同体やその他の利害関係者などを含め、湿地の利用者が

湿地の管理について知る権利、代表したり参加したりする権利を持つ

か？ 
f)  湿地管理計画の準備と実施に法的支援があるか？ 
g)  湿地を傷つけるおそれのある外部の活動について湿地の管理者に対して

相談すべしとの法的な要件があるか？ 
 
34. 管轄権上ならびに制度上の調整に関しては以下の項目を考慮するとよいだろ

う： 
 

a)  湿地の行政当局と、部門ごとの湿地関連の部署間に水平的（部門を超え

た）調整の手順が存在するか？ 
b)  特に連邦制または地方分権制をとる国で、保全と賢明な利用の問題につ

いて政府の異なった階層間の垂直的調整の手順が存在するか？ 
c)  これが存在する場合、賢明な（持続可能な）利用に関連する部門ごとの

計画、政策、プログラムや義務の間の一貫性を推進するためにどのよう

なステップが採られてきたか？ 
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d)  内陸水系（流域、集水域、分水界）と沿岸域の管理を調整し、統合する

ため、どのような法的・制度的措置が採られてきたか？ 
e)  湿地政策と賢明な利用計画の立案の中に利害関係者を組み込むための法

的・制度的措置が採られてきたか？ 
f)  湿地の保全と賢明な利用のプログラムを実施するため、国または準国家

の行政当局は充分な権力ならびに人的、技術的、財政的資源を持ってい

るか？ 
 

35. 国境をまたいだ、または国際的な協力に関しては項目には以下のものを考慮す
るとよい： 

 
a) 湿地、国際的な水流や湿地の動植物を一つ以上の隣り合う国と共有する

ばあい、その管理の調整に法的・制度的な基盤があるか。基盤がある場

合、今後、制度上の調整と共同管理プログラムをより効果的にしたり、

拡張することができるか？ 
b) 他の国際的な環境協定のもとで、二国間または多国間の協力を発展させ

るようなステップが採られたことがあるか？ 採られたことがある場合、

そのステップを湿地と水資源問題に関する国際的な協調活動を強化する

ために使うことができるか？ 
c) 海外および国内における投資開発についての協力／援助プログラムが湿

地を傷つけるおそれのある活動を支援しないこと、またそのプログラム

が賢明な利用の義務と完全に両立することを保証する手順が存在する

か？ 
 

３ .２ .２ ．部門別法的・制度的措置が湿地に直接・間接にどのよ う に湿地に影響する

かを分析する 
 
36. 部門別法的・制度的措置の中で第３.１.２節に挙げた活動の過程や分野を支援

するものはラムサール義務の効果的な実施を損なうことになるだろう。再検討

チームは国内の湿地とそれらの法的・制度的基盤を脅かす活動の過程と分野を

特定した後、これらが湿地の喪失をどのように後押ししているのかを特定しな

ければならない。 
 
37. 再検討チームは以下の質問に沿って再検討を行うとよいだろう： 
 

a) 賢明な利用を直接に妨げているのはどの条項か？（例えば、湿地の排水

の義務、または用途変更にむけた財政的および税制上の誘因） 
b) 沿岸ベルト地帯や氾濫原などを開発する埋め合わせのように「間違った

誘因」によるものなど、湿地の喪失と劣化を間接的に助けているのはど

の措置か？ 
c) 湿地を利用したり、開発したり、汚染したりする者に対して湿地の喪失

または劣化の費用を支払うか、もしくは補償することが義務付けられて

いるか？ 
d) 直接または間接的に湿地に影響する活動に環境影響評価（ＥＩＡ）が義

務付けられているか？また、その評価過程に湿地への考慮が要素として
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組み込まれているか？ 
e) 湿地と水系に悪影響を与えるようなある種の活動分野が法規（ＥＩＡに

関する法規を含む）から例外とされているか？ 
f) 効果的なモニタリング手順、施行および救済策が存在するか？ 

 
３ .３ ．湿地の保全と 賢明な利用を支援するために必要な法的・制度的な変更を勧告

する 
 
38. 再検討チームは国の法的・制度的枠組みの長所と短所を特定を終えた後、再検

討過程の成果物として少なくとも３つのタイプの勧告について考えるとよい。 
 
39. まず、そして優先して再検討チームがしなければならないのは、湿地の喪失を

もたらしている法的・制度的措置を保全と賢明な利用という目的により良く調

和させる手法について勧告することである。または、これができないときは、

再検討チームはこれらの法的・制度的措置の破棄を勧告すべきである。これが

短期的に実行できない場合は、そのような措置による影響を次第に減少させる

ため可能なあらゆるステップを採らなければならない。 
 
40. ２つ目として再検討チームがしなければならないのは、既存の法的・制度的措

置が新しい法律や規制の必要なしにより効果的に実施することができるような

手法を示し、勧告することである。 
 
41. ３つ目に再検討チームがしなければならないのは、法と制度を改訂・強化すべ

き分野や、新しく法的もしくは経済的な機関をつくるべき分野を示し、優先順

位をつけることである。 
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